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第４次地域管理経営計画書（越前森林計画区）の変更について

国有林野管理経営規程第６条第８項に基づき地域管理経営計画の一部を次のように変更します。

なお、本変更計画は、平成25年４月１日から効力を有します。

【変更理由】

平成24年12月に変更された｢国有林野の管理経営に関する基本計画」に即した内容に変更します。

【変更する内容】

はじめに

国有林野事業は、将来にわたってその使命を十全に果たしていくため、国有林野を名実ともに

「国民の森林」とするとの基本的な考えの下に平成10年度から抜本的な改革に取り組み、管理経

営の方針を林産物の供給に重点を置いたものから公益的機能の維持増進を旨とするものに転換し、

国有林野の適切かつ効率的な管理経営を進めてきました。

また、森林及び林業の取り巻く情勢の変化等を踏まえ、平成20年12月には「国有林野の管理経

営に関する基本計画」が策定され、平成23年７月には「森林・林業基本計画」、平成24年12月には

「国有林野の管理経営に関する基本計画」が変更されたところです。

本計画は、これらを踏まえ、「国有林野の管理経営に関する法律」に基づいて、あらかじめ国民

の皆さんからの意見を頂いた上で、国有林野の管理経営に関する基本的な事項、維持及び保存に

関する事項、国民参加による森林の整備に関する事項等を明らかにした、平成23年４月１日から

平成28年３月31日までを計画期間とする計画です。

今後、この計画に基づいて国民の皆さんの理解と協力を得ながら、越前森林計画区における国

有林野の管理経営を行います。

１ 国有林野の管理経営に関する基本的な事項

(1) 国有林野の管理経営の基本方針

国有林野の管理経営に当たっては、管理経営基本計画に即して、かつ、国有林の地域別の

森林計画と調和して個々の国有林野を重点的に発揮させるべき機能によって次表のとおり類

型化し、それぞれの機能区分ごとに公益的機能の維持増進を旨とした管理経営を行います。

森林の取扱いに当たっては、林木だけでなく下層植生や動物相、表土の保全等森林生態系

全般に着目して公益的機能の向上に配慮するとともに、国有林野事業の持つ組織・技術力等

を活用し、民有林への指導やサポート等を行うなど我が国の森林・林業の再生への貢献に努

めます。
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機 能 類 型 対象とする国有林野

災害に強い国土基盤を形成する観点から、山地災害防止機能／土
山地災害防止タイプ

壌保全機能の発揮を第一とすべき国有林野

生態系としての森林の重要性を踏まえた生物多様性の保全を図る
自 然 維 持 タ イ プ

観点から、生物多様性の保全機能の発揮を第一とすべき国有林野

国民に憩いと学びの場を提供したり、豊かな自然景観や歴史的風
森林空間利用タイプ 致を構成したりする観点から、保健・レクリエーション機能又は

文化機能の発揮を第一とすべき国有林野

騒音や粉塵等から地域の快適な生活環境を保全する観点から、快
快適環境形成タイプ

適環境形成機能の発揮を第一とすべき国有林野

良質な水の安定供給を確保する観点から、水源涵養機能を全ての
水 源 涵 養 タ イ プ 国有林野において発揮が期待される基礎的な機能と位置づけ、上

記のタイプに掲げるものを除く全ての国有林野

また、平成23年７月に変更された「森林・林業基本計画」を踏まえ、適切な森林施業の確保、

施業集約化の推進、路網の整備、人材の育成など「森林・林業再生プラン」の実現に向けた取

組を推進するとともに、地球温暖化対策や生物多様性保全への対応、山村の振興等、海岸部の

保安林の再生、住宅・公共施設の再建に必要な木材の安定供給、木質バイオマス資源の活用に

よる環境負荷の少ない新しいまちづくり等を推進します。

ア 森林計画区の概況

本計画の対象は、越前森林計画区の国有林野29,118haで、ごく一部の海岸林を除き、そ

の多くが石川県境の大日山系及び加越山系、九頭竜川上流部の九頭竜湖周辺や越美山地に

位置しています。

国有林野は計画区の森林面積の13％で、面積的に占める割合は低いものの、その98％が

水源涵養保安林に指定されており、水源涵養機能の確保に重要な役割を担っています。

また、国有林の21％が公園に指定され、スキーや登山など森林を利用したレクリエーシ

ョン・保健休養の場として多くの人々に利用されています。

さらに、近年、大型哺乳類や猛禽類等の貴重な生息区域として、その保全が求められて

おり、保護林や近県国有林と連携した「緑の回廊」が設定されています。

国有林野面積の約１割を占める人工林は、スギがほとんどを占めています。

天然林は９割を占めており、ブナやミズナラなどの落葉広葉樹が主体となっています。

人工林の生育は中庸以下で、木材生産より、針広混交林への誘導を図ることによって、

公益的機能の高度発揮が求められています。

本計画区の機能類型別の森林の面積は次表のとおりです。

(単位：面積 ha、比率 ％)

山地災害 自然維持 森林空間 快適環境 水源涵養
区 分 防 止 利 用 形 成 合 計

タ イ プ タ イ プ タ イ プ タ イ プ タ イ プ

面 積 18,908 9,643 396 ― 171 29,118

比 率 65 33 1 ― 1 100
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イ 国有林野の管理経営の現状及び評価

前計画（計画期間 平成18年4月1日～平成23年3月31日）の主な計画と実績は次のとおり

です。

(ｱ) 伐採量

実行段階で現地を精査したところ、間伐の必要のない箇所が含まれていたことから実施

率が低くなりました。

(単位：材積 千㎥、実施率 ％)

主 伐 間 伐 計

計画 実行 実施率 計画 実行 実施率 計画 実行 実施率

- - - 47 37 79 47 37 79

(1,032ha） (356ha) (34)

注：１ （ ）は、間伐面積

２ 臨時伐採量は含まない。

３ 平成22年度の見込み数量を含む。

(ｲ) 更新量

該当ありません。

(ｳ) 林道の開設又は改良の数量

開設については、局内で優先度を考慮し、より優先度の高いものから実行したため、本

計画の開設を見送りました。改良については、台風などの集中豪雨による被災箇所や、老

朽化が著しく緊急性の高い箇所を追加実施しました。

(単位：開設 ｍ、改良 箇所、実施率 ％)

開 設 改 良

計画 実行 実施率 計画 実行 実施率

1,000 - - 3 4 133

ウ 持続可能な森林経営の実施方向

国有林野の管理経営に当たっては、開かれた「国民の森林」の実現を図り、現世代とと

もに将来世代へ森林からの恵沢を伝えるため、住民の方々の意見を聴き、機能類型区分や

森林の適切な整備・保全等による持続可能な森林経営に取り組んでいくこととします。

また、持続可能な森林経営については、日本はモントリオール・プロセスに参加してお

り、この中で国全体として客観的に把握し評価するための7基準（54指標）が示されていま

す。本計画区の国有林野について、この基準を参考に取り組んでいる施策及び森林の取扱

方針を整理すると次のとおりとなります。
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(ｱ) 生物多様性の保全

地域の特性に応じた多様な森林生態系を保全していくため、針広混交林等からなる多様

な林相の森林を整備していくとともに、貴重な野生動植物が生育・生息する森林について

適切に保護するほか、施業を行う場合でも適切な配慮を行います。関連する主な施策とし

ては、モニタリング調査等を通じた保護林の適切な保全・管理等を推進するとともに、原

生的な天然林や里山林、渓畔林、保護樹帯等を各々の目的や現況に応じ適切な整備・保全

を行い、森林生態系のネットワークの確保を図ります。

(ｲ) 森林生態系の生産力の維持

森林としての成長力を維持し健全な森林を整備していくため、間伐等の適切な実施と伐

採後の更新確保による健全な森林の整備とともに、公益的機能の発揮と両立した木材の生

産を行います。関連する主な施策としては、計画、実行の各段階において保全と利用の調

和を図り、林業専用道、森林作業道等の適切な組合せによる計画的な路網整備や森林の現

況に応じた適時・適切な間伐、更新等の森林整備を推進します。

(ｳ) 森林生態系の健全性と活力の維持

外部環境から受ける影響から森林の劣化を防ぐため、森林病害虫や山火事等から森林を

保全するとともに、被害を受けた森林の回復を行います。関連する主な施策としては、松

くい虫、ナラ枯れ等の森林病害虫やシカ等の野生鳥獣による森林被害の状況を踏まえ、地

域と連携のうえ被害防除対策等を実施するとともに被害跡地の復旧等に取り組みます。

(ｴ) 土壌及び水資源の保全と維持

降雨に伴う浸食等から森林を守るとともに、森林が育む水源の涵養のため、山地災害に

より被害を受けた森林の整備、復旧や公益的機能の維持のために必要な森林の保全を行う

とともに、森林施業においても裸地化する期間の短縮や尾根筋や沢沿いでの森林の存置を

行います。関連する主な施策としては、治山事業の計画的な実施や災害時における迅速な

復旧対策等に取り組みます。

(ｵ) 地球的炭素循環への森林の寄与の維持

地球温暖化防止に貢献するため、吸収源となる森林を確保するため育成林の整備を推進

するとともに、天然生林の保全を行うほか、森林整備の円滑な推進と二酸化炭素の貯蔵庫

として機能を維持するため木材利用を推進します。関連する主な施策としては、間伐等の

森林整備を推進するとともに、森林土木事業等における間伐材等の利用促進に取り組みま

す。
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(ｶ) 社会の要望を満たす長期的・多面的な社会・経済的便益の維持及び増進

国民の森林に対する期待に応えるため、森林が有する多面的機能の効果的な発揮ととも

に、森林浴や森林ボランティア、環境教育等森林と人とのふれあいの確保のためのフィー

ルドの提供等や森林施業に関する技術開発等に取り組みます。関連する主な施策としては、

「レクリエーションの森」の活用や「遊々の森」、「ふれあいの森」等の設定等による国民

参加の森づくりに取り組みます。

(ｷ) 森林の保全と持続可能な経営のための法的、制度的及び経済的枠組

(ｱ)～(ｶ)に記述した内容を着実に実行し「国民の森林」として開かれた管理経営を行う

ため、国有林野に関連する法制度に基づく各計画制度の適切な運用はもとより、管理経営

の実施に当たっては国民の意見を聴きながら進めるとともに、モニタリング等を通じて森

林資源の状況を把握します。関連する主な施策としては、国有林モニターやホームページ

等を活用し、国有林野事業等に対する意見、要望等の把握に努めるとともに、国有林野事

業の管理経営について国民の理解の促進を図ります。
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エ 政策課題への対応

民有林関係者等と連携して推進する森林の流域管理システムの下、国土の保全や水源涵養

等の公益的機能の維持増進、森林・林業再生に向けた取組、森林環境教育や森林とのふれあ

い、国民参加の森林づくりの推進、地球温暖化防止や生物多様性の保全などの政策課題に対

応していきます。

とりわけ、本計画区においては、災害からの流域の保全や地球温暖化防止、貴重な森林の

保全、木材の安定的な供給等地域から求められる国有林野事業への期待に応えていくため、

次のとおり計画区内での主な個別政策課題へ対応していくことを目標とします。

視 点 主な取組目標

安全・安心 【人家等近郊】

人家等保全対象に近接する山地災害の危険がある箇所について、渓

間工等の治山事業を実施します。

【水土保全機能の維持】

水土保全機能の維持を図るため、水土保全林を対象に森林整備を実

施します。

共生 【ふれあい】

レクリエーションの森において歩道の整備・修繕等の対策を行うほ

か、学校等と連携した森林環境教育を実施します。

【貴重な森林の保全・整備】

保護林において継続的なモニタリングを行い保全措置を実施しま

す。

大型哺乳類や猛禽類等の生息環境等を、関係機関との連携の下、管

理保全します。

循環 【木材の供給】

地域との連携の下、循環型社会の構築のためカーボンニュートラル

な資源である木材の計画的な供給に努めます。

【森林資源の適切な整備】

森林整備を計画的に実施します。

地球温暖化防止 育成林を対象に間伐等の森林整備を実施するほか、天然林について

は保全に努めます。
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(2) 機能類型に応じた管理経営に関する事項

公益的機能の維持増進を旨とした管理経営を行うため機能類型区分を行い、次のとおり各機

能の発揮を目的とした管理経営を行います。

また、林相の維持・改良等に必要な施業の結果、伐採・産出される木材の有効利用及び機能

発揮に支障を及ぼさない範囲で齢級構成の平準化・バイオマス利用等の地域のニーズに応じて

必要な主伐を計画的に行い、木材を供給します。

ア 山地災害防止タイプにおける管理経営の指針その他山地災害防止タイプに関する事項

山地災害防止タイプにおいては、災害に強い国土基盤の形成に必要な森林の健全性の維持

増進を図るため、樹根や表土の保全、下層植生の発達が期待される複層林の造成、伐期の

長期化、針広混交林への誘導の推進を図るほか、適切な造林、保育、間伐を計画的に実施

するとともに、治山施設の計画的な配置に努めます。

山地災害防止タイプについては、土砂流出・崩壊防備エリアと気象害防備エリアの２つ

に区分して取り扱います。

(ｱ) 土砂流出・崩壊防備エリア

山地災害のおそれのある森林等を対象として、山地災害防止機能及び土壌保全機能を

発揮させるため、根系が深くかつ広く発達し、常に落葉層を保持し、適度の陽光が林内に

入ることによって下層植生が発達した森林であって、必要に応じて土砂流出、崩壊を防備

する治山施設が整備されている森林に誘導することを目標とします。

森林の整備に当たっては、保全対象と当該森林の位置関係、地質や地形等の地況、森

林現況等を踏まえ、適切な間伐等を推進し、健全な林分の育成に努めます。

なお、具体的な施業は、別紙「管理経営の指針」に基づいて行います。

(ｲ) 気象害防備エリア

風害、霧害等の気象災害を防止する効果の高い森林を対象として、気象災害による居住

・産業活動に係る環境の悪化を防止するため、複数の樹冠層を有する森林、あるいは樹冠

が単層であっても樹高が高く下枝が密に着生しているなど遮蔽能力が高い森林であって、

諸被害に対する抵抗性の高い樹種によって構成される森林へ誘導することを目標としま

す。

森林の整備に当たっては、保全対象と当該森林の位置関係、森林現況等を踏まえ、適

切な間伐等を推進し、健全な林分の育成に努めます。

なお、具体的な施業は、別紙「管理経営の指針」に基づいて行います。

山地災害防止タイプの面積
（単位：ha）

区 分 山地災害防止タイプ うち、土砂流出・ うち、気象害防備
崩壊防備エリア エリア

面 積 18,908 18,766 142
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イ 自然維持タイプにおける管理経営の指針その他自然維持タイプに関する事項

学術的に貴重な森林、あるいは地域を代表する自然環境を形成する国有林野を対象とし

て、原則として自然の推移に委ねることとして、野生動植物の生育・生息環境の保全等に

配慮した管理経営を行います。

特に、学術的に貴重な植物群落は、引き続き保護林として設定しモニタリングを行いな

がら状況を確認しつつ、貴重な植生の維持に努めます。

また、現状の登山道については、周辺の植生に影響を及ぼさないために、関係者等と連

携しながら利用者に対し適正利用に向けた指導等を行います。

なお、具体的な施業は、別紙「管理経営の指針」に基づいて行います。

自然維持タイプの面積
（単位：ha）

区 分 自然維持タイプ うち、保護林

面 積 9,643 312

ウ 森林空間利用タイプにおける管理経営の指針その他森林空間利用タイプに関する事項

景観の維持が重要な森林や都市近郊林等国民の保健・文化・教育的利用の場として期待の

大きい国有林野を対象として、多様な樹種で構成され、周辺の景観等と一体となった自然美

を有する森林や必要に応じて保健・文化・教育活動に適した施設が整備されている森林に誘

導することを目標とし、それぞれの国有林野の現況や利用の形態に応じた管理経営に努めま

す。

具体的には、育成複層林へ導くための施業の積極的な導入により針広混交林の造成を図る

など、景観の向上や野外レクリエーションに考慮した適切な森林の整備を行うこととし、必

要に応じて遊歩道等の公衆の保健の用に供する施設を整備します。

また、国民の保健・文化・教育的利用に供するための施設又は森林の整備を積極的に行

うことが適当と認められる国有林野をレクリエーションの森として選定し、広く国民の利

用に提供します。

なお、具体的な施業は、別紙「管理経営の指針」に基づいて行います。

森林空間利用タイプの面積
（単位：ha）

区 分 森林空間利用タイプ うち、レクリエーションの森

面 積 396 357

エ 快適環境形成タイプにおける管理経営の指針その他快適環境形成タイプに関する事項

日常生活に密接な関わりを持つ里山等であって、騒音、粉塵等の影響を緩和する森林を対

象として、それぞれの立地に適した多様な樹種で構成され、十分な本数密度を有し、汚染物
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質の吸着能力が高く、かつ、抵抗力があり、葉量の多い樹種によって構成される森林に誘導

することを目標とします。

森林の整備に当たっては、保全対象と当該林分の位置関係、森林の現況等を踏まえた施

業管理を行います。

なお、具体的な施業は、別紙「管理経営の指針」に基づいて行います。

快適環境形成タイプの面積
（単位：ha）

区 分 快適環境形成タイプ

面 積 ―

オ 水源涵養タイプにおける管理経営の指針その他水源涵養タイプに関する事項

水源涵養機能の維持向上が重要な国有林野を対象として、洪水緩和、水質保全等水源涵養

機能を発揮させるため、団粒構造がよく発達した粗孔隙に富む土壌を有し、深根性・浅根性

等の様々な樹種・樹齢の樹木がバランスよく配置された下層植生の豊かな森林であり、林木

の成長が旺盛な高蓄積の森林を目標とします。

森林の整備に当たっては、浸透・保水能力の高い森林土壌の維持、根系や下層植生の発達

を促すための適切な間伐、人工林における複層林や針広混交林への誘導等を目的とした育成

複層林へ導くための施業及び長伐期施業の推進を図り、健全な林分の育成に努めます。

なお、具体的な施業は、別紙「管理経営の指針」に基づいて行います。

水源涵養タイプの面積
（単位：ha）

区 分 水源涵養タイプ

面 積 171

なお、機能類型と国有林の地域別の森林計画における公益的機能別施業森林の関係につい

ては、次表のとおりです。

機能類型 公益的機能別施業森林

・山地災害防止機能／土壌保全機能維持増進森林
山地災害防止タイプ

・水源涵養機能維持増進森林

・保健文化機能維持増進森林
自 然 維 持 タ イ プ

・水源涵養機能維持増進森林

・保健文化機能維持増進森林
森林空間利用タイプ

・水源涵養機能維持増進森林

・快適環境形成機能維持増進森林
快適環境形成タイプ

・水源涵養機能維持増進森林

水 源 涵 養 タ イ プ ・水源涵養機能維持増進森林
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(3) 森林の流域管理システムの下での森林・林業再生に向けた貢献に必要な事項

森林の整備等を着実かつ適切に進めていくためには、流域（森林計画区）を単位として、民

有林と国有林が連携して森林整備等を推進する森林の流域管理システムの下で、流域の課題や

ニーズの的確な把握、森林計画等の策定のための意見調整、林業事業体の育成等について民有

林関係者等と連携して推進することが重要です。

このため、森林計画の策定及び同計画に基づく各種事業の実施に当たっては、流域森林・林

業活性化協議会等の場を通じて、府県、市町村等との密接な連携を図りながら、我が国の森林

・林業の再生に貢献していくため、組織・技術力、資源を活用した民有林の経営に対する支援

等に積極的に取り組みます。

具体的には、流域内で優先的に取り組むべき課題を整理し、府県、市町村、地域住民等の要

望を踏まえ、以下の取組について国有林野事業が率先して行う取組内容等を年度毎に整理のう

え取り組むこととします。

ア 低コスト化を実現する施業モデルの展開と普及

府県、市町村、林業事業体等と連携し、地形等諸条件に適合した機械の組合せと生産性を

検証し、効率性の高い作業システムの構築を図るとともに、高性能林業機械研修会等を開催

し、民有林における普及・定着に努めます。

イ 林業事業体の育成

林業事業体の育成・強化を図るため、民有林及び関係機関と連携して、森林共同施業団地

の設定等による事業量の確保、事業の計画的発注、広域就労の促進等により雇用の長期化、

安定化を図るとともに、緑の雇用対策へのフィールドの提供や林業事業体の実施する研修等

への講師派遣等の技術的支援等に取り組みます。

ウ 民有林と連携した施業の推進

地域における施業集約化の取組を支援するため、民有林と連携することで事業の効率化や

低コスト化等が図られる区域については、森林整備協定を締結するとともに森林共同施業団

地を設定し、民有林と連結した路網の整備と相互利用の推進、計画的な間伐の実施等に取り

組みます。

エ 森林・林業技術者等の育成

市町村行政への支援を行うため、市町村森林整備計画の策定や実行管理の支援、森林経営

計画の認定支援、事業の発注や国有林野の多種多様なフィールドの提供等を通じて民有林の

人材育成を支援するほか、大学等関係機関と連携した取組に努めます。

オ 林業の低コスト化等に向けた技術開発

林業の低コスト化に向けた情報交換会、低コスト作業システムや新たな技術開発導入等に

向けた検討会、国有林野のフィールドを活用した先駆的技術や手法についての事業レベルで

の試行の実施、情報発信等に関係機関と連携のうえ取り組みます。
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カ その他

その他の流域管理システムの下での森林・林業の再生に向けた貢献に必要な取組として

は、①計画的な木材供給の推進として、システム販売等の実施による木材の安定供給体制の

整備、伐採予定箇所等木材の需給に関する情報の提供、間伐材等の木質バイオマス資源への

需要拡大に資する取組等、②安全・安心への取組として、民有林と国有林が連携した森林保

全事業（治山工事、保安林整備等）、地域住民への防災情報等の発信、治山技術の普及・啓

発、治山連絡会議等の開催、ハザードマップの調整等、③生物多様性保全に配慮した取組と

して、モニタリング調査や検討会、針広混交林化等の森林整備、ニホンジカ等に対する鳥獣

被害対策の実施等、④上下流の連携強化のための下流住民等に対する情報提供や林業体験活

動等として、教育機関、地元ボランティア、森林インストラクター等と連携した森林環境教

育、ＮＰＯ、ボランティア団体等の自主的な森林整備へのフィールドの提供や技術支援等に

取り組みます。

(4) 主要事業の実施に関する事項

イ 主要事業の総量

本計画期間において、機能類型区分に応じた施業管理を行うために必要な伐採、更新、

保育、林道の事業総量は以下のとおりです。

(ｱ) 伐採総量

(単位：材積 ㎥、面積 ha)

区 分 主 伐 間 伐 計

(452)
山地災害防止タイプ

― 24,587 24,587

(34)
自 然 維 持 タ イ プ

― 1,402 1,402

(56)
森林空間利用タイプ

― 2,625 2,625

快適環境形成タイプ
― ― ―

(16)
水 源 涵 養 タ イ プ

1,483 951 2,434

(557) 〔5,000〕
計

1,483 29,565 31,048

注：１ （ ）は、間伐面積

２ 〔 〕は、搬出等に伴う支障木、マツクイムシの被害木等の伐採箇所があらかじめ特定

できない臨時的な伐採量で外書

３ 四捨五入により内訳と計が合わないことがある。
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(ｲ) 更新総量
(単位：ha)

区 分 人工造林 天然更新 計

山地災害防止タイプ ― ― ―

自 然 維 持 タ イ プ ― ― ―

森林空間利用タイプ ― ― ―

快適環境形成タイプ ― ― ―

水 源 涵 養 タ イ プ ― 4 4

計 ― 4 4

(ｳ) 保育総量

該当ありません。

(ｴ) 林道開設及び改良総量
(単位：ｍ)

開 設 改 良
区 分

路線数 延長 箇所数 延長

山地災害防止タイプ 2 5,180 4 95

自 然 維 持 タ イ プ ― ― ― ―

森林空間利用タイプ ― ― ― ―

快適環境形成タイプ ― ― ― ―

水 源 涵 養 タ イ プ 1 2,600 ― ―

計 3 7,780 4 95

２ 国有林野の維持及び保存に関する事項

(3) 特に保護を図るべき森林に関する事項

ア 保護林

保護林は、動植物の生育・生息状況、地域の要請等を勘案して、原生的な森林生態系か

らなる自然環境の維持、動植物の保護、遺伝資源の保存、施業及び管理技術の発展等に特

に資することを目的として管理を行うことが適当と認められる国有林野を選定しています。

本計画区には、特定動物生息地保護林等を設定しており、これらの保護林については、

モニタリング調査を通じた適切な保護管理に努めるとともに、大学や研究機関へ学術研究

のフィールドとして提供するなど、積極的な情報提供に努めます。

また、入林者の影響等による植生の荒廃の防止、回復のための措置が必要な箇所につい
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ては、地域の関係者等と利用ルールの確立等について協議し適切に対処します。立ち入り

が可能な区域においては、学習の場等として多くの国民が利用できるよう歩道の整備に努

めるほか、森林生態系に関する知識の普及啓発に努めます。

さらに、それぞれの保護林の状況を踏まえ、国民の意見を反映した保護林のあり方やそ

の保護管理についてＮＰＯ等の協力を得ながら、幅広く検討し適切な取組を進めるととも

に、環境行政との緊密な連携に努めます。

なお、本計画において「入谷林木遺伝資源保存林」の区域の拡充を行いました。

(単位：ha)

種 類 箇所数 面 積

林木遺伝資源保存林 １ 54

植 物 群 落 保 護 林 １ 162

特定動物生息地保護林 ２ 95

総 数 ４ 312

注：四捨五入により内訳と計が合わないことがある。

(4) その他必要な事項

エ その他

地域住民、ボランティア、ＮＰＯ等や環境行政との緊密な連携を図りながら、生物多様性

保全の視点も踏まえつつ、希少種の保護や移入種の侵入防止等に努めます。

３ 林産物の供給に関する事項

(2) その他必要な事項

ア 木材の利用促進

(ｱ) ｢我が国の食と農林漁業の再生のための基本方針・行動計画｣ 等に基づき、森林・林業※

関係者等との連携の下に、国産材のＰＲ活動等を通じて公共施設等の木造化、内装材木

質化の推進、間伐材の森林土木事業への活用及び木質バイオマス利用等、木材利用の推

進に取り組みます。

また、地球温暖化防止に資する木材の建築資材等としての長期間の利用や、一度利用

した木材の再利用、他の資源の代替利用等の促進を図ります。

※我が国の食と農林漁業の再生のための基本方針・行動計画

食と農林漁業の再生を図るため、平成23年10月に政府が策定し、今後５年間で施策を集中的に展開

戦略４において、森林・林業の再生を明記
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４ 国有林野の活用に関する事項

(1) 国有林野の活用の推進方針

イ 保健・文化・教育的な活動への利用の推進

森林とのふれあいを通じた豊かな国民生活の実現に資するため、国有林野のうち、自然

環境が優れ、森林浴や自然観察、野外スポーツ等に適したもの及び快適な生活環境を保全

・形成する上で重要な役割を果たしている「森林空間利用タイプ」のうち、国民の保健・

文化・教育的利用に積極的に供することが適当と認められる国有林野を「レクリエーショ

ンの森」として選定し、広く国民に開かれた利用に供しています。

また、森林とのふれあいに対して多様化、高度化する国民の要請を踏まえ、幼児、青少

年から高齢者までの国民各層が四季折々の自然の美しさや心身の安らぎを享受するととも

に、精神的な豊かさを養うことができるような場を提供していくとの観点から、「レクリエ

ーションの森」リフレッシュ対策 により、「レクリエーションの森」を魅力あるフィール※

ドとして整備し、その活用を推進します。

「レクリエーションの森」の活用推進に当たっては、利用の動向及び見通し、整備の実

現可能性、地域関係者の意向・協力体制等を総合的に検討し、設定を見直すとともに、地

元自治体を核とした管理運営協議会の活用やボランティア・企業等によるサポーター制度

の活用など整備・管理を支える仕組みの充実等に努めます。

なお、本計画において「前坂野外スポーツ地域」の指定解除を行いました。

※「レクリエーションの森」リフレッシュ対策

｢レクリエーションの森｣を利用者ニーズに即した魅力あるフィールドとして提供するために、設

定の見直しを含む整備・活用のあり方等を検討し、質的向上を目指します。

レクリエーションの森
（単位：ha）

種 類 箇 所 数 面 積

野外スポーツ地域 １ 171

風 景 林 ２ 186

総 数 ３ 357

５ 公益的機能維持増進協定に基づく林道の開設その他国有林野と一体として整備及び保全を行う

ことが相当と認められる民有林野の整備及び保全に関する事項

(1) 公益的機能維持増進協定の締結に関する基本的な方針

国有林野に隣接・介在する民有林野の中には、小規模で孤立分散し立地条件が不利であるこ

と等から森林所有者等による施業が十分に行われず、その位置関係等により、当該民有林野に

おける土砂の流出等の発生が国有林野の発揮している国土保全等の公益的機能の発揮に悪影響

を及ぼす場合等があります。
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このような場合、国有林野の有する公益的機能の維持増進を図るために有効かつ適切なもの

として、公益的機能維持増進制度を活用し、森林施業の集約化を図るための林道や森林作業道

の開設と、これらの路網を活用した間伐等の施業を民有林野と一体的に実施する取組を推進す

ることとし、このことを通じて民有林野の有する公益的機能の維持増進にも寄与することとし

ます。

(2) 国有林野と一体として整備及び保全を行うことが相当と認められる民有林野の整備及び保全

に関する事項

公益的機能維持増進協定の締結に当たっては、民有林野の森林所有者等へも原則として相応

の費用負担を求めるなど、合理的な役割分担の下での国有林野と一体的な森林の整備及び保全

の実施に向けた条件整備を進めることとします。

６ 国民の参加による森林の整備に関する事項

(1) 国民参加の森林に関する事項

ア 森林の整備・保全等への国民参加の推進

自主的な森林整備等へのフィールドの提供や必要な技術指導を行うなど、国有林野の積

極的な利用を推進します。

具体的には、ボランティア、ＮＰＯ、企業等による自主的な森林づくり活動を支援する

ための協定締結、ボランティア等との連携による希少種の保護等生物多様性の保全や自然

再生、里山地域の整備等の多様な取組を進めます。

イ 自主的な森林整備等へのフィールドの提供

近年、森林に対する関心が高まり、ボランティア活動等を通じて一般市民が森林づくり

に参加する取組が増加しています。このような取組は森林整備への貢献に加え、森林や林

業に対する理解の増進を図る上で重要なものです。

このため、ＮＰＯや企業等が行う自主的な森林整備等のフィールドとして、「ふれあいの

森」「社会貢献の森」「多様な活動の森」の設定に努めます。

(単位：ha)

名 称 面 積 位置（国有林・林小班）

ふれあいの森 39 北潟 1全

多様な活動の森 16 岩谷 242は、243ほ・イ
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(2) 分収林に関する事項

緑資源の確保に対する国民的な要請が高まっている中で、社会貢献活動としての森林づく

りに自ら参加・協力したいという国民や企業等の要請に応えるため、分収林制度を活用した

下流住民等による水源林の造成や企業等による社会・環境貢献活動としての「法人の森林」

等の設定を行い森林整備を推進します。

(3) その他必要な事項

ア 森林環境教育の推進

学校、自治体、企業、ボランティア、ＮＰＯ、地域の森林所有者や森林組合等の民有林

関係者等、多様な主体と連携しつつ森林環境教育に取り組みます。具体的には、学校等が

国有林野で体験活動等を実施するための「遊々の森」の設定や学校分収造林の活用、森林

管理局、森林管理署等の主催による林業体験や森林教室等の体験活動、指導者の派遣や紹

介、森林環境教育に適したフィールドの情報提供等の取組を推進します。

本計画区においても、「遊々の森」を引き続き設定します。

また、教職員やボランティアのリーダー等に対する普及啓発や技術指導等、森林環境教

育のプログラムや教材の提供等、波及効果が期待される取組を積極的に推進するとともに、

農山漁村における体験活動とも連携した取組にも努めます。

(単位：ha)

名 称 面 積 位置（国有林・林小班）

遊々の森 39 北潟 1全

イ 緑づくり支援窓口の活性化

森林環境教育のためのプログラムや教材の提供、指導者の派遣や紹介等、森林管理局、

森林管理署に設置した森林環境教育の実施に関する相談窓口の活性化に努めます。

７ その他国有林野の管理経営に関し必要な事項

(1) 林業技術の開発、指導及び普及に関する事項

ア 林業技術の開発

森林管理局技術開発目標に基づき、森林管理署等に設定されている各種試験地等におけ

る技術開発を計画的に進めます。

さらに、民有林との技術交流の一環として林業普及指導員等とも連携を深めながら林業

技術の向上に取り組みます。
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イ 林業技術の普及

これまで造成してきたスギ人工林を今後、多様な姿の森林へ誘導するに当たっては、低

コスト路網生産システムを開発・導入することとし、国有林野事業の中で開発、改良され

た林業技術の普及を行います。なお、普及に当たっては、森林管理局、森林管理署に設置

した「緑づくり支援窓口」の機能の充実を図り、情報を積極的に提供するとともに国民か

らの問い合わせに的確に対応します。

また、施業指標林、試験地等の展示等を通じて、地域の林業関係者に列状間伐などの新

たな森林施業の普及を図るとともに、民有林行政、試験研究機関等との連携を密接に取り

ながら、必要に応じて新たな課題に対応するための試験研究等のフィールドの提供等を行

います。

さらに、機能類型ごとに設定した施業モデル林を活用し、国有林が公益的機能をより重

視した管理経営を行っていくことを国民にわかりやすくＰＲします。

(2) 地域の振興に関する事項

地域の振興は国有林野事業の重要な使命です。このため、地元自治体等への国有林野内の

森林資源に関する情報の提供、地域づくりへの積極的な参画など地元自治体等との連携の強

化に努めます。また、国有林野の保健・文化・教育的利用の推進や利活用、森林の整備や林

産物販売等を通じて、地域産業の振興、住民の福祉に寄与するよう努めます。
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第４次国有林野施業実施計画（越前森林計画区）の変更について

国有林野管理経営規程第14条第２項に基づき国有林野施業実施計画の一部を次のように変更

します。

なお、本変更計画は、平成25年４月１日から効力を有します。

【変更理由】

平成24年12月に変更された「国有林野の管理経営に関する基本計画」に即した内容に変更し

ます。
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【変更内容】

１ 国有林野の区画の名称及び区域並びに機能類型及びエリア別の区域

国有林野の区画の名称及び区域並びに機能類型及びエリア別の具体的な配置は、別添１

「国有林野施業実施計画図」のとおりとします。（地域管理経営計画の１の(1)及び(2)）

２ 施業群の名称並びに区域、伐期齢又は回帰年、上限伐採面積、伐採箇所ごとの伐採方法及

び伐採量並びに更新箇所ごとの更新方法及び更新量

(1) 伐採造林計画簿

地域管理経営計画に定める伐採及び更新について、箇所ごとの伐採方法及び伐採量並

びに更新方法及び更新量は、別添２「伐採造林計画簿」に示すとおりとします。（地域管

理経営計画の１の(4)のア及びイ）

(2) 水源涵養タイプにおける施業群別面積等

水源涵養タイプの森林については、施業群に分けて施業方法を定めています。

各施業群の詳細は次のとおりです。（地域管理経営計画の１の(2)のオ）
(単位：ha)

施 業 群 面 積 取 扱 い の 内 容 主伐の下限林齢

天 然 林 27.18 現在の林分状況の維持、健全性確保、 設定しない

針広混交林への誘導、択伐、天然更新 ※注4

施 複 層 林 ― 非皆伐、上木と下木で構成される複層 120年

状態の森林の造成、複層伐、新植等 (60年)※注6

業

長 伐 期 83.17 大径針葉樹を主体とした森林、広葉樹 80年

群 を混交した森林の造成、皆伐、新植 (100年)※注6

分散伐区 ― 異なる齢級の小面積林分をモザイク状 65年

に配置するよう造成、皆伐、新植

施業群設定外 56.58 別紙「管理経営の指針」による 設定しない※注5

合 計 166.93

注：１ 面積は、林地面積

２ 下限林齢とは主伐ができる最低林齢

３ 具体的には、別紙「管理経営の指針」に基づいて取り扱う。

４ 天然林施業群については、林分の健全性の維持を目的に、衰退木・枯損木を対象に、択伐を行

うこととしているため下限林齢は設定しない。

５ 施業群設定外については、分収林、試験地等の特定の施業を設定することが適当でない林地で、

契約や設定目的に応じて取り扱いを行うため下限林齢は設定しない。

６ 複層林施業群の（ ）は更新伐の林齢、長伐期施業群の（ ）は、明治百年記念造林地の展示

林に適用する。
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(3) 水源涵養タイプの施業群別の上限伐採面積

国有林野管理経営規程第５条第１項第３号に基づいて定める、水源涵養タイプの森林に

おける主伐の上限伐採面積は次のとおりです。計画期間の主伐面積は、施業群毎にこの上

限伐採面積を上回って計画することはできません。

（単位：ha)

施 業 群 上限伐採面積

複 層 林 ―

長 伐 期 5

分 散 伐 区 ―

注: 上限伐採面積は計画期間５年分の合計面積

(4) 伐採総量

機能類型等別の伐採量は次のとおりです。（地域管理経営計画の１の(4)のイの(ｱ)）

なお、本表は、伐採造林計画簿で定める箇所ごとの伐採量を取りまとめたものです。

(単位：材積 ㎥、面積 ha)

林 地 林地
区 分 合 計

主 伐 間 伐 小 計 臨時伐採量 計 以外

(451.68)
山地災害防止タイプ ― 24,587 24,587

(34.12)
自 然 維 持 タ イ プ ― 1,402 1,402

(55.70)
森林空間利用タイプ ― 2,625 2,625

快適環境形成タイプ ― ― ―

天 然 林 ― ― ―

水 複 層 林 ― ― ―
源
涵 長 伐 期 ― 876 876
養
タ 分散伐区 ― ― ―
イ
プ 施業群設定外 1,483 75 1,558

(15.63)
小 計 1,483 951 2,434

(557.13)
合 計 1,483 29,565 31,048 5,000 36,048 ― 36,048

(111.43)
年 平 均 297 5,913 6,210 1,000 7,210 ― 7,210

注：「間伐」欄の( )は、間伐面積
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（再掲）市町村別内訳

(単位：材積 ㎥、面積 ha)

林 地
区 分 林地 合 計

主 伐 間 伐 小 計 臨 時 計 以外
伐採量

(344.80)
大 野 市 1,483 19,538 21,021

(23.97)
勝 山 市 ― 1,466 1,466

(63.51)
池 田 町 ― 2,510 2,510

(124.85)
南越前町 ― 6,051 6,051

(557.13)
合 計 1,483 29,565 31,048 5,000 36,048 ― 36,048

注：１ 市町村の内訳には、臨時伐採量及び林地以外の土地に係る伐採量は含まない。

２ 「間伐」欄の( )は、間伐面積

(5) 更新総量

機能類型等別の更新量は次のとおりです。（地域管理経営計画の１の(4)のイの(ｲ)）

なお、本表は伐採造林計画簿で定める更新箇所ごとの更新量を取りまとめたものです。

(単位：ha)

人工造林 天然更新
区 分 合 計

単 層 林 造 成 複 層 林 造 成 計 天然下種第１類 ぼう芽 計

山地災害防止タイプ ― ― ― ― ― ― ―

自 然 維 持 タ イ プ ― ― ― ― ― ― ―

森林空間利用タイプ ― ― ― ― ― ― ―

快適環境形成タイプ ― ― ― ― ― ― ―

水 源 涵 養 タ イ プ ― ― ― 3.71 ― 3.71 3.71

合 計 ― ― ― 3.71 ― 3.71 3.71
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(6) 保育総量

該当ありません。

３ 林道の整備に関する事項

林道の開設及び改良の路線別の詳細は次のとおりです。（地域管理経営計画の１の(4)の

イの（ｴ））

(単位：ｍ)

基 幹 開 設 箇 所

・ ・ 路 線 名 延 長 機能類型 備 考

管理別 改良別 (国有林･林班)

管 理 開 設 滝ヶ谷林業専用道 滝ヶ谷 2,980 山地災害防止タイプ
235、236

細野林業専用道 細野 2,200 山地災害防止タイプ
1214

岩屋林業専用道 岩屋 2,600 水 源 涵 養 タ イ プ
1093

計 ３路線 7,780

管 理 改 良 前坂林道 前坂 山地災害防止タイプ
長倉谷支線 34 30

日ノ谷林道 日ノ谷 山地災害防止タイプ
1160 25

和佐谷秋生林道 和佐谷 山地災害防止タイプ
越戸支線 1169 20

小沢嶽谷(熊河)林 熊河 山地災害防止タイプ
道 1188 20

計 ４路線（４箇所） 95

注：種類欄の基幹は森林基幹道を、管理は森林管理道を指します。
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５ 保護林及び緑の回廊の名称及び区域

(1) 保護林の名称及び区域

保護林の箇所別の詳細は次のとおりです。（地域管理経営計画の２の(3)のア）

（単位：ha)

種 類 名 称 新 設 面 積 位置（林小班） 特 徴 等

既 設

林 木 遺 伝 入 谷 既 設 54.41 入谷 ヒノキ、ミズナラ、ブ

資源保存林 林 木 遺 伝 (拡充) 1150へ ナ、コウヤマキ等の林

資 源 保 存 林 1151い 木遺伝資源の保存

植 物 群 落 楢 俣 ブ ナ 既 設 162.12 冠山 越美山系における典型

保 護 林 植 物 群 落 1033ろ 的な日本海型ブナ林

保 護 林 1034い、ろ

特 定 動 物 夜 叉 ヶ 池 既 設 16.00 岩谷 特異な分布を示してい

生 息 地 水 生 昆 虫 242は る水生昆虫の生息地

保 護 林 生息地保護林 243ほ、イ

経 ヶ 岳 既 設 79.28 経ヶ岳 大型鳥類の生息、繁殖

大 型 鳥 類 1002い～に に必要な地域の保全

生息地保護林

計 95.28

合 計 311.81
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(2) 緑の回廊の名称及び区域

緑の回廊の箇所別の詳細は次のとおりです。（地域管理経営計画の２の(3)のイ）

名 称 新 設 延長 面積(ha) 位 置（林小班） 特 徴 等

既 設 (km)

白山山系 既 設 7 1,338.47 経ケ岳 1003全 石川県から連なる白山

緑の回廊 ［70］ 赤兎山 1006全～1010全 山系における保護林を

平泉寺 1042い～は、イ 経ケ岳大型鳥類生息地

ロ 保護林に連結すること

1043全～1046全 により、森林の連続性

を確保し森林生態系の

一層の保護・保全を図

り野生動植物の相互交

流に資するなど生物多

様性の観点から、より

広範で効果的な森林生

態系の保全を目的とし

て設定

注：［ ］の数値は、回廊全体の延長。
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名 称 新 設 延長 面積(ha) 位 置（林小班） 特 徴 等

既 設 (km)

越美山地 既 設 60 15,212.57 冠 山 1030全～1032全 越美山地緑の回廊は福

緑の回廊 ［66］ 1033い、は～ち、 井県、岐阜県境部に位

イ 置し、九頭竜川、揖斐

1034は～ち 川、長良川の水源であ

1035全、1036全 るとともに、有名な伝

小 沢 1101全～1119全 説のある夜叉ヶ池、熊

秋 生 1055全～1100全 野白山権現社を祀る能

熊 河 1138全～1142全 郷白山等、由緒ある地

1178全 域です。

1183全～1188全 また、この地域では、

1204全～1212全 国内希少野生動植物種

温 見 1120全～1123全 の水生昆虫、国指定特

1145全～1149全 別天然記念物のニホン

1179全～1182全 カモシカ等の動物や、

1194全～1199全 冠山に日本海側特有の

1213全 ブナ林等が見られ、保

和佐谷 1017全～1021全 護・保全されています。

1168全～1170全 これら保護林を結ぶこ

藤倉谷 201全～204全 とで野生動植物の移動

高 倉 250全～253全 経路を確保し、生息・

275全～277全 生育地の拡大と相互交

大河内 256全～262全 流を促すため設定

美濃俣 254全255全

岩 谷 225全226全

238全～241全

242い、ろ

243い～に、244全

注：［ ］の数値は、回廊全体の延長。
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６ レクリエーションの森の名称及び区域

レクリエーションの森の箇所別の詳細は次のとおりです。（地域管理経営計画の４の(1)

のイ）

（単位：ha)

既設 位置(国有林・林小班) 既存施設の概要
種類 名 称 ・ 面 積 選 定 理 由

新設 及び施業方法 及び施設整備

和 佐 谷 既設 17.15 和佐谷 夫の池、妻の池が 既存施設の概要
風 景 林 1018ち あり、周囲の天然 ・登山道、標識

風 天然生林へ導く 林と一体となった (国)
ための施業 景観美

和佐谷
景 1018イ

林地以外

夜叉ヶ池 既設 168.73 岩谷 夜叉ヶ池に通じる 既存施設の概要
林 風 景 林 226り、る 遊歩道周辺の変化 ・林道、標識類

238に～へ、ち、 に富んだ天然林の （国）
り 優れた景観 ・駐車場、便所、
育成複層林へ導 標識類（南越
くための施業 前町）
間伐：１ha ・巨樹巨木説明

板（岩谷のト
岩谷 チノキ保全協
226ぬ 議会）
238い～は、と
242ろ、243に
244い
天然生林へ導く
ための施業
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（単位：ha)

既設 位置(国有林・林小班) 既存施設の概要
種類 名 称 ・ 面 積 選 定 理 由

新設 及び施業方法 及び施設整備

鉢 伏 山 既設 170.74 鉢伏山 ヒューマン・グリ 既存施設の概要
野外スポ 246は2 ーン・プラン対象 ・スキーコー
ーツ地域 育成単層林へ導 地 ス、リフト、

野 くための施業 今庄365スキー場 遊歩道、便所、
間伐：55ha と一体となって利 町道、山頂パ

用 トロール詰所
外 鉢伏山 (南越前町)

245い～に
246い1～は1、 施設整備計画

ス は3、に ・リフト 2基、
247い、ろ、に ファミリーキ
248い1、い2 ャンプ場、遊

ポ 249い1、い2 歩道、きのこ
育成複層林へ導 栽培小屋、給
くための施業 水施設（南越

｜ 前町）
鉢伏山
245ほ、246ほ

ツ 247は、249ろ
天然生林へ導く
ための施業

地
鉢伏山
245イ、

域 246イ、ロ
247イ～ハ
248イ～ホ
249イ～ハ
林地以外

注：１ 「位置及び施業方法」欄は、主伐、間伐の計画がある場合面積を記載

２ 「既存施設の概要及び施設整備」欄については、「既存施設の概要」は整備された代表的な施設の

概要で（ ）は管理主体等、「施設整備」は、国が整備を行う施設整備の計画がある場合記載

７ 公益的機能維持増進協定の名称及び区域

該当ありません。（地域管理経営計画の５の(2)）
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８ その他必要な事項

(2) フィールドの提供及び文化財保全への貢献

フィールドの提供や文化財保全への貢献を目的として、設定している対象地は次のと

おりです。

対象地

設定の目的 備 考

（国有林・林小班）

北潟 1全 ふれあいの森 設定面積：39.25ha

相 手 方：福井県フォレストサポーターの会

名 称：しおさいの森・北潟

北潟 1全 遊々の森 設定面積：39.25ha

相 手 方：あわら市教育委員

名 称：海と風車の見える学びの森

岩谷 242は、 多様な活動の森 設定面積：16.00ha

243ほ・イ 相 手 方：夜叉ヶ池パトロール員の会

名 称：ヤシャゲンゴロウの森

(3) 森林共同施業団地

該当ありません。（地域管理経営計画の１の(3)）
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